チャランケ通信　第99号　2015年2月1日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　イスラム国によって捕えられている後藤謙二さんの安否は、依然として不明なままである。一刻も早い釈放を強く求めたい。
　イスラム国の危険性をしっかりと批判していくべきだ
　それにしても、イスラム国のやり方に対する批判をきちんと持って対応をしていくべきだと思うのだが、専門家や識者の中にはイスラム国の問題には触れないで、日本政府の対応の仕方にも問題はあるのだろうが、イスラム国自身が持つ問題こそが、我々にとって本質的な問題であろう。まだ十分に勉強していないのだが、イスラム国においては、世界の自由や民主主義、更には基本的人権などをしっかりと守ろうとしていないのではないかと思われる。国際社会が一致して、イスラム国の弊害を阻止し、自由や民主主義、基本的人権の擁護を断固として守り抜く必要がある。
　安倍総理の「戦後70年談話」や集団的自衛権へのタカ派ぶり
　そうした中で、安倍総理のタカ派ぶりが強く出始めており、戦後７０年の談話作成に向けて、「村山談話」を口では継承するとはいうものの、「植民地支配」だとか「侵略」と言った言葉に対して拒絶に近い反応を示すなど、タカ派ぶりが突出し始めている。むしろ、安倍総理の下では談話を出さない方が良いのでは、と言う声すら聞こえてくる。
　そうした中で注目されたのは、集団的自衛権問題の行方であろう。雑誌『世界』2015年2月号の藤田庄市「自民党に内棲する創価学会・公明党」を読んで、与党内にいる公明党こそが安倍総理の暴走に歯止めをかけてくれるのではないか、と言う思いを抱いている方々にとって、実はそう簡単にはいきそうにないことの背景の一端を垣間見たような気がする。

その藤田論文によれば、創価学会は、昨年5月16日朝日新聞の取材に対して次のように文書で回答したという。
　「集団的自衛権を限定的にせよ行使するという場合には、その重大性に鑑み、本来の手続きは、一内閣の閣僚だけによる決定ではなく、憲法改正手続きを経るべきであると思っております」（5月17日朝刊）

それに対応するように、公明党の山口代表は5月20日「閣議決定による憲法解釈変更について、政府が独断で変えてはならない」と発言していたという。

選挙協力の拒否と政教分離問題で、公明党・創価学会を揺さぶる
ところが、7月4日付の日本経済新聞の報ずるところによれば、次のような経緯があったことが解る。

　「流れは6月初旬に変わった。『次の総選挙は支援しなくてもいい』。公明党幹部によると首相が同党の支持母体の創価学会幹部にこう通告してきたという。公明党の時間稼ぎ戦略に業を煮やした首相の牽制だった。『学会の支援なしで戦えるのか』と問い返しても、『首相は構わない』と譲らなかった」「これまで公明党が自民党に切れる最大のカードが選挙協力だった。首相の強気の姿勢は同党に衝撃を与えた」
それに追い打ちをかけるように、飯島内閣官房参与の発言が6月8日ワシントンでの講演で出てくる。公明党と創価学会の政教分離問題についてである。すなわち、
　「もし内閣によって内閣法制局の発言、答弁が今まで積み重ねてきた事案を一気に変えることになった場合、「政教一致」が出てきてもおかしくない。単なる安全保障問題とは限らず、そういう弊害が出ておたおたする可能性も在り得る。そういうことがない状態で着地点を見出せば、きちんと収まるだろう」（「朝日新聞」2014年6月12日）

こうした経過を見る限り、安倍首相側は選挙協力の拒否と政教分離問題によって、公明党・創価学会側を激しく揺さぶったようだ。それほど集団的自衛権問題については、肚を据えた対応をしたものと見るべきだろう。
国会論戦の場で、安全保障問題をきちんと質していくべきだ
公明党・創価学会側からは、集団的自衛権の閣議決定には相当厳重な縛りをかけたと見られているのだが、どうやら事態はそんなに甘いものではなさそうだ。今度のイスラム国での日本人の拘束問題でも、安倍総理の口から自衛隊の派遣を検討しかねない発言すら飛び出していたことを忘れることは出来ない。4月の統一自治体選挙後には、国会での集団的自衛権容認に関連した安全保障関連の法案が審議されるわけで、きちんと問題を指摘し、日本国憲法の平和主義を貫いていく必要がある。野党第1党である民主党の責任は、重いものがある。
　東京株式市場という池をクジラが泳ぎ始めた、GPIF出動か
　さて、最近の東京株式市場の相場は、ECBの量的金融緩和策やアメリカの株価低下にもかかわらず、比較的堅調に推移しているようだ。どうやらその原因は日本企業の好業績と言うよりも、市場関係者から「池のクジラ」と称されている年金積立金管理運用独立行政法人(GPIF)が、先週の23日あたりから集中的に買いに入り始めたことが大きいようだ。
GPIFは、昨年10月末新しい資産構成比率を公表し、国内債権の比率を減らす一方で、国内株は18%から25%へと高めていく計画だ。なにせ、約130兆円にもなる巨額の資産運用額で世界一の規模を誇る年金ファンドであり、日銀の上場投資信託(ETF)と合わせた官製相場の威力は極めて大きいものがある。それだけに、その一挙手一投足には注目が集まると同時に、その運用の在り方にはキチンとしたガバナンスが必要になっていることは間違いない。果たして、この運用がうまく行っていればよいのだが、失敗したときの責任は誰がどのように取るのであろうか。
ピケティ・シンポジウムの西村発言に噛みついた古賀連合会長
29日に開催された朝日新聞主催のピケティ教授来日シンポジウム「広がる不平等と日本のあした」において、西村内閣府副大臣がGPIFの運用でもっとハイリターンなものにしたいと発言していたのだが、それはハイリスクを伴うわけで、会場から連合の古賀会長が、GPIFの基金は労使が拠出したお金であり、労使の意見をきちんと聞くべきだ、と苦言を呈しておられたのはもっともなことである。ピケティ教授も公的な基金をそのように使うことに対して警戒すべきと指摘されていたのだが、当然のことであろう。
盛況だったピケティ教授を迎えてのシンポジウム
　さて、このシンポジウムであるが、約700名の定員に対して7000名近い応募があったそうで、実に10倍近い競争率になったようだ。何を隠そう、小生も応募をしたのであるが、選に漏れてしまいインターネット中継でピケティ教授の問題提起とシンポジウムを見た次第である。ピケティ教授の提起には著書に書かれた以上の新しいものはなかったように思えたのだが、人口問題の専門家である鬼頭上智大教授からの寄付による富裕層からの支援の評価、玉木OECD事務次長からはOECDの取り組み、特にBEPSにおける合意の取り組みなど、所得における国際的な情報交換の進展が進んでいること等、ピケティ教授の提起が必ずしも夢物語ではなくなりつつあることを紹介していた。
　西村康稔副大臣の国際連帯税発言、率直に驚くとともに感激も
率直に言って一番驚いたのは西村副大臣で、自民党税制調査会でも取り上げなかった国際連帯税について、西村氏自身が所属している国際連帯税推進議員連盟の活動を紹介していたことである。航空券連帯税や金融取引税などが分かりやすくパワーポイントに書かれており、こういう取り組みを通じて途上国へり教育など国際社会への貢献をしていく必要があることを指摘していた。また、マイナンバーが入ることによって、所得の透明度が高まりつつあることも触れていた。
民主党政権時代に手掛けてきた国際連帯税やマイナンバー
考えてみれば、これらの指摘はいずれも我々民主党時代に手掛けてきたことであり、特に国際連帯税については、2009年から10年にかけて、G20の会合で私自身が財務副大臣としてその必要性などを問題提起させてもらったし、釜山で開催された財務大臣・中央銀行総裁会議では、法人税の引き下げ競争を辞めるべきではないか、と言う点も指摘させていただいたことを思わず思い出してしまった。当時一緒に同行した財務官が、何とパネリストとして登壇されているOECD事務次長玉木林太郎氏であったことが懐かしく思い出された。

当時の会合ではやや場違いな問題提起だったのかもしれないが、今にしてみればそういう発言をしておいてよかったと思っている。これも、結果として「ピケティ効果」なのかもしれない。
このシンポジウムの中で、小島慶子さんと言う女性の方からピケティ教授が所得や資産の課税を強化すべきだと言われるのだが、どうして自分たちがそういう税負担をしなければならないのか、と言う根拠についての質問が出された。今の日本人の中で、そういう公的な連帯心が極めて弱まっているだけに、どんな回答が出るのか、注目した。
ピケティ教授の提起を受け、再分配政策の政治経済学を前面に
ピケティ教授は、社会の民主化が求められている時代なのであり、一握りのエコノミストに任せられない。所得や資産の累進性の強化も、戦争や恐慌と言ったショックに遭遇してエリート層もそれを認めざるを得なくなったのだ、と強調されていた。同時通訳の問題もあり、やや自分としての理解ができにくかった部分なのだが、民主化の下で社会的な正義や人権感覚の重要性の指摘がされていたことと共に、特に少子化に対する日本の対応について、男女同権の徹底化の必要性を強調されていたのが印象出来だった。
最近では、ピケティ教授に対する反論が日本のマスコミでも繰り広げ始めているわけで、格差問題に対して触れようとしない、と言うより触れるべきではないと考える新自由主義的な立場に立つ経済学者・エコノミストたちが多いだけに、自分たちが目指すべき国の将来像を前面に出し、その実現に向けて政府の再分配政策を強化していくことの重要性をもっと打ち出していく必要性を痛感した次第である。今まさに、そういう流れを作っていくチャンスが到来しているのかもしれない。
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